
資源動員に向けたプロジェクト・ブランディング

－1－

1．はじめに

本研究は，プロジェクト・ブランディングが
現場主導の新規プロジェクトへの資源動員（経
営資源投入）へ与える影響を企業ステージ別に
解明することを目的としている。資源動員に
は，①経営陣による支援と②当該新規プロジェ
クトに必要な能力・経験を有し，貢献する能力
も高い社員のプロジェクトへの参画という 2種
類の動員がある。本研究では，経営陣の支援獲
得に焦点を当てる。
近年，経営環境の変化により，企業競争のス

ピードが速まっている。このような環境の変化
により，企業は継続的に競争優位性を保つこと
が難しくなり，競争優位性を保持できる期間が
短期化している（Eisenhardt，1989；Wiggin 
& Ruefli, 2002）。そのため，超競争環境の下で
は，企業は一時的な競争優位性を連続して作り
出すことが重要である。一時的な競争優位性を
創出するために，より積極的に行動する企業の
方が高業績を達成できる（D’Aveni & Gunther, 
1994）。競争環境が激化し，競争優位性の保持
期間が短期化する中で，継続的な繁栄のため，
企業は積極的行動の 1つとして新規事業創出の
ためのプロジェクトを積極的に推進していく必
要がある。
本稿における「新規プロジェクト」とは，新
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事業分野への参入あるいは新製品・サービスを
開発し上市することを目的とした営利企業にお
ける新規プロジェクトと定義する。新規プロジ
ェクトは不確実性が高い戦略行動のため，全面
的に経営資源を投入することは少ない。それよ
りも，プロジェクトチームを組成して事業化の
可能性を試行的に探究していくことが多い（加
護野・角田・山田，1998）。イニシアティブの
点から見ると，多くの場合，今後の企業戦略を
踏まえ，トップ主導で新規プロジェクトは展開
される。一方で社内の現場社員からも現場主導
の戦略行動として，新規プロジェクトの発案が
なされる。
トップ主導の戦略形成プロセスは社内事業の
多様性を減少させるが，現場主導の戦略形成プ
ロセスはその多様性を増大させる。トップ主導
の戦略か現場主導の戦略のどちらか一方だけで
は，全ての状況に適応し続けるのは困難である。
例えば，新規事業を開始する必要性が高く，多
くの新規事業の可能性を探究する場合には，現
場主導の重要性が増大する。一方で，新規事業
を展開する必要は高いが，1つの新規事業に集
中して資源を投入する場合は，会社主導で新規
プロジェクトを展開することが多いであろう。
企業の事業環境や発展段階等により，どちらか
の戦略形成プロセスが一時的に支配的になる。
しかし，変化への適応力としての戦略形成プロ
セスに必要なのは，2つのプロセスをいつも同
時に作用させることである（Burgelman, 2001）。
このように，現場主導の戦略立案である現場
主導新規プロジェクトは重要な役割を持つ。し
かし，この分野における研究の蓄積はあまり進
んでいない。そのため，本研究は現場主導の新
規プロジェクトに焦点を当てる。本稿での現場
主導とは，現場社員が新規プロジェクトを発案
し，経営陣にその実施を訴求し，プロジェクト
化して実施するものである。トップがプロジェ
クトの進出分野や戦略を決定して，現場社員に
その遂行を委ねるものではない。
新規プロジェクトの成功には，各プロジェク

トの戦略も重要である。一方で，企業内で展開
されるプロジェクトのため，母体企業の経営方
針，企業文化そして経営資源の量や配分方針な
どの影響を受ける。その中の重要な項目の 1つ
が資源動員である。新規プロジェクトへの適切
な資源動員が新規プロジェクトの成功を促進す
ることが先行研究で指摘されている（Block & 
MacMillan, 1993；Burgelman, 2001；Kanter, 
1983；小澤，2013；武石他，2012）。
企業の資源が新規プロジェクトに投入され
るためには，資源が投入されるだけの大義名
分・理由が必要である（Block & MacMillan, 
1993；武石他，2012）。既存事業そして他の新
規プロジェクトが存在する中で，自らが提案す
る新規プロジェクトに資源動員がなされるため
の大義名分・理由をプロジェクト・リーダーが
訴求する必要がある。この行動がプロジェクト
のブランディングである。
企業はそのライフサイクル上の位置（ステー
ジ）により，外的および内的な経営環境が大き
く異なる。それに伴い，新規プロジェクトへの
資源動員の制約，組織構造・パワー・文化もス
テージによって大きく異なる。そのため，現場
社員が新規プロジェクトを経営陣に提案し，資
源動員を求める際のプロジェクト・ブランディ
ング訴求点は企業ステージにより異なってくる
と考えられる。
小澤（2013）は，①プロジェクトの社会的意
義（以下「社会的意義」），②プロジェクトの戦
略的意義（以下，「戦略的意義」），③プロジェ
クト・リーダーの評価の高さ（以下，「リーダー
高評価」），④プロジェクトの成功可能性（以
下，「成功可能性」），⑤見込顧客を含む顧客の
著名度（以下「顧客著名度」）の 5要素から構
成されるプロジェクト・ブランディングが，①
人材面の支援，②物資・施設面での支援，③資
金面の支援の 3要素から構成される経営陣の支
援へ，有意な正の影響があることを定量的に明
確にしている。
本研究では，先行研究を踏まえ，プロジェク
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ト・ブランディングの各構成要素が現場主導の
新規プロジェクトへの資源動員（投入）へ与え
る影響に関する仮説を企業ステージ別に構築す
る。次に，それを定量的に分析し仮説を検証す
ることで，ステージ別の影響を明確化する。

2．先行研究

2.1　資源動員（投入）の正当化
上記の通り，新規プロジェクトへの適切な資
源動員は，プロジェクトの成功促進要因であり
非常に重要である。ここでは新規プロジェクト
への資源動員に関する先行研究をレビューす
る。
現場主導新規プロジェクトは，企業のトップ
が今まであまり重要と考えていない技術・能力
を結合するイノベーションから生じる。既存の
中核事業の視点から見ると，補完的あるいは
代替的な動きである。そのため，現場主導新
規プロジェクトは，企業の「戦略コンテキス
ト」において内部淘汰の試練を受ける必要があ
る。トップは現場主導の戦略行動が上手く機能
し，それが存続できるという確信を得たときだ
け，トップ主導の戦略形成プロセスに組み込む
（Burgelman, 2001）。
しかし，新規プロジェクトによるイノベーシ
ョンの実現過程は，矛盾のある 2つの特質を有
している。イノベーションは，革新であるため
に不確実性に満ちているという特質，次に経済
成果を実現するためには他者の資源の動員が必
要となるという特質である（武石他，2012）。
新規プロジェクトを実行に移すには，経営陣が
ヒト・モノ・カネの資源をプロジェクトに投
入し，プロジェクトは社内の生産設備やサー
ビスシステムを活用することが多い（Block & 
MacMillan, 1993）。
そのため，イノベーションを伴った現場主導
の新規プロジェクトの活動が開始・継続される
には，その不確実性を最小限にし，プロジェク
トの開始・継続に必要な資源動員を他者が支持
するための理由が必要である。さらに，プロジ

ェクトの進行に伴い，継続的かつ追加的な資源
投入が必要となる。新規プロジェクトの不安定
要素が大きければ大きいほど，支持者のグルー
プを大きくする必要がある（Kanter, 1983）。
この点において，武石他（2012）は，「創造的
正当化」プロセスを通じた継続的な資源動員の
必要性を主張している。これは資源動員を正当
化していくために，固有の理由をさまざまな相
手に向かって駆使し，総動員していく創意工夫
と努力であり，イノベーション推進者の固有の
理由と支持者の固有の理由を適合させることで
イノベーションプロセスを先に進めていくため
の創意工夫と努力である。

2.2　プロジェクト・ブランディング
現場主導新規プロジェクトへの資源動員がな
されるためには，そのプロジェクトを開始し継
続する理由があり，かつ資源動員が正当化され
る必要がある。そのためにプロジェクト・リー
ダー等はプロジェクト・ブランディングを実施
する必要がある。Kotler & Keller（2007）は，
ブランディングを製品やサービスにブランド力
を授けることであり，差異を作り出すプロセス
であると定義している。本稿ではこの定義をプ
ロジェクトに援用する。プロジェクトのブラン
ド力とは訴求対象者へ訴求できる力の大きさで
あり，かつ，多数の他のプロジェクトとの差異
の大きさである。そして，ブランディングとは，
ブランド力の訴求対象者に対してブランド力を
増大させるための行動である。
現場主導新規プロジェクトの開始およびそれ
に伴うプロジェクトへの資源動員は，既存事業
から見ると自事業への資源配分が減少する結果
につながる恐れがある。そのため，既存事業の
部門長からは新規プロジェクトの開始および継
続に対し反対の声があがる。その中でプロジェ
クトを進めていくためには，プロジェクト・
リーダーがトップを含めた経営陣に新規プロジ
ェクトの意義等を理解させ，その成功可能性を
十分訴求し，新規プロジェクトの支援者となっ
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てもらう必要がある。
では，ブランドの差別化ポイントとは何であ
ろうか。それはブランドを区別するためブラ
ンドが特別に有する強く，好ましく，そして
ユニークなブランド連想のことである（Keller, 
2008）。差別化構築のための視点は，望ましさ
（好感度）と実現性の 2 つの点がある（Keller 
et. al., 2002）。第一の基準である望ましさとは，
その差別化ポイントの提供するベネフィット
が訴求相手に望ましいかどうかである。第二の
基準である実現性とは，提供物がその便益を実
現できるかであり実行可能性，収益性，防御可
能性の 3つから構成される。これをプロジェク
ト・ブランディングに適用すると，望ましさ
（好感度）とは各々の訴求対象者に対して，そ
の訴求対象者が，望ましいと判断する新規プロ
ジェクト特有の属性であり，実行可能性は，そ
のプロジェクトが実現可能であること，収益性
はそのプロジェクトが単独黒字化して会社の収
益に貢献すること，防御可能性は競合他社から
の模倣等，競争行動から新規事業を防御するこ
とができることである。
プロジェクトと経営陣との間の関係性構築に
関して，ブランド・ビルディング・ブロック
（Keller, 2008）の概念が参考になる。プロジェ
クトをブランディングし，プロジェクトと経営
陣との間にブランド・ビルディング・ブロック
の中で最高の状態である「レゾナンス（共鳴）」
の関係性を構築することにより，経営陣の支援
的行動を引き起こすことができる。ブランド・
ビルディング・ブロックの段階を上がっていく
には，そのプロジェクトが他の多数のプロジェ
クトと違いがあることを経営陣に訴求して，理
解・感じさせる必要がある。
それでは，プロジェクト・ブランディングの

要素にはどのようなものがあるのか。当然のこと
だが，そのプロジェクトの成功可能性と企業戦
略上の位置付け（意義）は非常に重要であろう。
他に考慮すべき要因は存在するのであろうか。
Hickson et. al.（1971）の戦略的コンティン

ジェンシー・セオリーでは，①不確実性への
対処，②活動の代替可能性，③作業の中心性
が部門のパワーに影響を与えるとしている。こ
の理論から現場主導新規プロジェクトを考察
すると，①新規プロジェクトの不確実性への対
処能力が高いとパワーを持つ，②新規プロジ
ェクトの代替可能性が低いほどパワーを持つ
ということができる。不確実性とは，職務を完
遂するために必要とされる情報量と，既に組織
により獲得されている情報量のギャップである
（Galbraith, 1973）。また，Hinings et. al.（1974）
は，不確実性の高い領域への参入の機会があっ
た時には，その不確実性への対処活動がパワー
を獲得できることを主張している。プロジェク
トそしてプロジェクト・リーダーがこのような
不確実性に対処する能力を有することを訴求
することにより，パワーを獲得し，それにより
プロジェクトのブランド力を高めることができ
る。
イノベーションを伴う新規プロジェクトは不
確実性に富み，予想通りに進まない。そのため，
Pinchot（1985）は，経営陣が新規プロジェク
トへ投資する際の判断基準を，新規プロジェク
トのアイデアではなく，新規プロジェクトを
リードする人材におくべきと主張している。ま
た，従来の中核事業の中で，既存製品を改良等
するチャンスを成功させることにより，行動的
な社員という評判を得ることができる。この評
判をより大きな新規プロジェクトへの資源動員
（投入）に利用できる（Pinchot, 1985）。Block 
& MacMillan（1993）も，信頼を得る最良の方
法は約束をしたらそれを果たしたという実績を
残すことであると述べている。
これら先行研究から言えることは，新規プロ
ジェクトの成功可能性や企業戦略上の位置付け
だけでなく，プロジェクト・リーダーの過去実
績や能力等に対する評価も新規プロジェクトへ
の資源動員の大義名分・理由になるということ
である。
また，顧客（見込顧客含む）もプロジェク
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ト・ブランディングに活用することができる。
顧客は，新規プロジェクトの社内承認を得る場
合，最も頼りがいのある味方である。興味を持
つ有力な顧客は社内政治に有利に影響を与え，
乗り気ではない経営陣を説得し，そのアイデア
を早急に承認するように圧力をかけてくれる
（Block & MacMillan, 1993；伊藤，2013）。
Brown et. al.（2011）は，事例研究を通じ，
プロジェクト・ブランドを構成する要素とし
て，①プロジェクトの戦略的重要性，②プロジ
ェクト・リーダーの評価の高さ，③プロジェク
トの成功可能性，④クライアントの著名度の 4
点を挙げている。
以上の研究を踏まえ，小澤（2013）はプロジ
ェクト・ブランディングが，経営陣による資源
動員に影響を与えること，そして，プロジェク
トのブランド力が①プロジェクトの社会的意義
（以下「社会的意義」），②プロジェクトの戦略
的意義（以下，「戦略的意義」），③プロジェク
ト・リーダーの評価の高さ（以下，「リーダー
高評価」），④プロジェクトの成功可能性（以下，
「成功可能性」），⑤見込顧客を含む顧客の著名
度（以下「顧客著名度」）の 5要素から構成さ
れていることを事例研究，インタビュー調査お
よびアンケート調査・分析により定量・定性的
に明確にした。プロジェクト・ブランディング
が，経営陣による資源動員に正の影響を与える
定量分析にあたっては，上記 5要素から構成さ
れる潜在変数「プロジェクト・ブランディン
グ」を設定し，①人材面の支援，②物資・施設
面での支援，③資金面の支援の 3要素から構成
される潜在変数「経営陣の支援」を設定し，定
量分析を行った。その結果，プロジェクト・ブ
ランディングが経営陣の支援に与える定量的に
有意な正の影響を見出している。

2.3　企業ライフサイクル
プロジェクト・ブランディングに際して，プ
ロジェクト・リーダーは母体企業の状態に適合
したブランディングを展開する必要がある。新

規プロジェクトの立ち上げには，多くのエネル
ギーが必要である。そのため，リーダーは資源
動員へのプロジェクト・ブランディング活動は
効果的かつ効率的に展開すべきである。
事業や企業にも，個々の製品・サービスと同
様に，誕生期，成長期，成熟期，衰退期といっ
たライフサイクルがある。企業のライフサイク
ルは企業ライフサイクルと呼ばれている。
Block & MacMillan（1993）は，新規プロジ
ェクトのリーダーの仕事として，①母体企業の
成長段階を理解すること，②母体企業経営陣に
対して，母体企業における通常のマネジメント
手法はライフサイクルの初期段階にある新規プ
ロジェクトには適用できないこと，③新規プロ
ジェクトのライフサイクルに適した方針と手続
きが必要であることを母体企業経営陣に納得さ
せる重要性を述べている。
先行研究により，企業ライフサイクルを 4段
階と考える研究，5段階と考える研究がある。
しかし，先行研究に共通していることは，各
ステージにより，経営課題，経営資源および
マネジメント・スタイルが異なることである
（Flamholtz & Randle, 2007；Greiner, 1972；
Lippitt & Schmidt, 1967；Timmons, 1994）。
Sirmon et. al.（2011）は，企業ステージ別
に異なった資源編成（resource orchestration）
の必要性を述べている。誕生期では，企業とし
て存続することが経営課題となるため，競争優
位性確立のための実験的な資源配分等が必要と
される。成長期では，高まる市場需要への対応
が経営課題となるため，資金の借入や株式を発
行して資金を調達する一方で組織能力を高め，
事業に資源を投入していく。成熟期では，イノ
ベーションを創出し，競争優位性を維持するこ
とに経営課題が移っていく。そのためイノベー
ション開発能力に資源が投入されると同時に，
既存事業活動とのコンフリクトを回避する努力
がなされる。最後に衰退期では，生き残りのた
めに資源を節約・保全することが主要課題にな
るため，投入資源からの回収が悪い分野から撤
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退し，残存資源は賢明な形で投資される。また，
Flamholtz & Randle（2007）の成長モデルで
見られるように，事業拡大期では資源獲得が組
織開発の重要課題である。市場を特定して，製
品・サービスを開発しても必要資源を動員でき
なければ，拡大する需要に対応し，かつ競合他
社との競争に勝ち抜くことができない。
以上の通り，各ステージにより，企業の経営
課題，経営資源とマネジメント・スタイルが異
なる。そのために，プロジェクト・ブランディ
ングを実施する際にも，それらを踏まえ，該当
するステージにおける最も効果的な訴求点を訴
える必要がある。

2.4　企業ライフサイクルと組織構造・パワー
企業ライフサイクルの先行研究で述べられて
いる通り，企業ステージにより，経営課題，経
営資源およびマネジメント・スタイルは異な
る。これら異なる外的・内的環境に対処すべく
企業内の最適な組織構造を構築する必要があ
る。また，経営環境・課題や組織構造により企
業内パワーは変化する。そのため，プロジェク
ト・ブランディングを効果的に実施する際に企
業ステージ別にその組織構造とパワーの特徴を
プロジェクト・リーダーが十分理解・対応する
ことが必須である。本稿では，資源動員の文脈
でパワーを用いる。そのため，パワーを「自分
の利益を高める影響力」と定義する。
山倉（1998）は，企業ライフサイクルの各ス
テージにおいて，組織構造を総合的に把握する
必要性を強調している。総合的に把握すると
は，構造・文化・パワー・コミュニケーション
の相互関連性に注目することである。組織が変
革する時は組織内のパワー構造が変化する時で
あり，組織変革は既存のパワー構造が崩壊し，
新たなパワー構造が構築されるプロセスである
（山倉，1993）。
組織構造とパワーの関係は，組織構造がパ

ワーを与えるし，パワーが組織構造を決定する
という相互に関連した関係である。また，企業

トップの行動は，パワーへの大きな影響力を持
つ。企業トップが組織におけるパワー配分や影
響力のパターンを変化させる（山倉，1993）。
Quinn & Cameron（1983）は，それまでの
組織ライフサイクルの先行研究を分析し，組織
ライフサイクルを 4 ステージにまとめ，各ス
テージにおける組織構造とパワーを含め以下の
様に説明している。
①　 企業家段階：資源の蓄積，数多くのアイ
デア，起業家的な活動，計画と調整がほ
とんどされない，ニッチの形成，主導者
が権力を持つ段階

②　 共同化段階：インフォーマルなコミュニ
ケーションや構造，協働の意義，長時間
の努力，継続したイノベーション，高い
コミットメントがある段階

③　 公式化とコントロール段階：規則の公式
化，安定した構造，効率と維持の強調，
保守的傾向，制度化された手続き等，安
定化と制度化の段階

④　 構造の精緻化と適応段階：組織構造の精
緻化・分権化，事業領域・ドメインの拡
大，適応・再生がなされる段階。

Galbraith（1982）は，組織はタスク，構造，
人間（リーダー，構成員），報酬システム，意
思決定プロセスの 5つにより構成されると説明
し，ベンチャーの発展段階を，①原理・プロト
タイプの証明段階，②モデルショップ段階，③
スタートアップと大量生産の段階，④自然成長
の段階，⑤戦略的展開の段階に分け，段階を移
行する中で，組織を構成する要素が変化すると
述べている。この段階の中で，組織構造は，構
造化されていない段階から，徐々に機能化・階
層化されることで構造化がされ，最後の戦略的
展開の段階に，分権化されたマトリクス組織を
形成する。Gray & Ariss（1985）は，組織の
ライフサイクルとパワーとの関係として，ポリ
ティカル・ライフ・サイクルモデルを主張して
いる。誕生期と初期成長期においては，この企
業はどのようにあるべきかという起業家のイデ
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オロギーに基づいたビジョンを組織に埋め込む
シンボリックマネジメントを中心にパワーが展
開される。次に成熟期のパワーは，誰の関心が
優先的に取り組まれるのか，組織の課題を解決
するための資源獲得のための競争を中心に展開
される。最後に，衰退期におけるパワーは，現
状維持派と変革推進派の間で展開される。
Mintzberg（1984）は，外部の協調状態と内

部での協調状態によりパワー構造を類型化して
いる。形成期（誕生期）では独裁型であり，開
発期（成長期）に入ると手段型あるいは伝道型
に変更され，成熟期に移ると閉鎖システム型あ
るいは専門能力型に移行し，最後に衰退期では
政治舞台型となる。
各タイプのパワー構造は以下の通りとなって
いる。独裁型では，パワーは一人のリーダーに
集中し，個人的意義により統制されている。手
段型では，組織は単独あるいは複数でも協調し
ている外部の影響者に対して事業を展開してい
る。伝道型では，強い内的思想により支配され
ており，この思想は外部の協調状態を和らげる
働きをする。閉鎖システム型では，官僚的な内
部協調状態を持つが，その内部コントロールは
正式な基準に従っている。外部影響者は分散さ
れていて，組織化されていない。専門能力型で
は，パワーは技術的知識に集中する。異なった
種類の専門家の存在が政治的活動の状態を引き
上げる。最後に，政治舞台型では，組織全体ま
たは重要な箇所でコンフリクトが発生してい
る。パワーは集中しておらず，主要な影響者も
なく，影響の重要かつ正当な形は存在しない。
以上，先行研究から，企業ライフサイクルの
各ステージにおいてその組織構造とパワー構造
が大きく異なることがわかった。誕生期では組
織構造は単純で，パワーは創業者等リーダーに
集中している。成長期において次第に組織は構
造化がなされ，パワーもマネジメント層に移行
していく。成熟期においては，組織構造は精緻
化・分権化され，パワーも分散する。経営の不
透明性が高まる中，パワーの行使は，組織の課

題を解決するための資源獲得競争を中心に展開
される。そのため，成熟期では，経営・組織課
題を解決することができる社員にパワーが移行
する。経営陣からの支援を得るために，成熟期
では，リーダーの過去実績および能力等に関す
る高評価が大きな影響を持つと考えることがで
きる。最後に衰退期では，組織構造は引き続き
精緻化・分権化されている。政治的駆け引きの
場となっており，パワーは分散され，組織全体
でコンフリクトが発生している。これらコンフ
リクトは，現状維持派と変革推進派の間で展開
されることが多い。

2.5　企業（組織）ライフサイクルと文化
先行研究で述べられている通り，企業ステー
ジにより，経営課題，資源配分，マネジメン
ト・スタイル，そして組織・パワー構造は異な
る。それらに影響を受けかつそれらに対処すべ
く企業文化は形成されていく。そして，企業文
化は経営陣および社員の思考様式・行動特性に
影響を与える。そのため，プロジェクト・ブラ
ンディングの際には企業ステージ別にその組織
構造とパワーの特徴をプロジェクト・リーダー
が十分理解し対応することが必須である。
Schein（1985）は，企業の成長段階と企業文
化の機能の変化について述べている。誕生お
よび成長初期では，文化は，①特有の能力であ
りアイデンティティの源泉であり，②組織を結
束させる「鍵」である。そして，③組織は一層
の統一化，明確化を目指して進み，④コミット
メントを立証させるため，組織の同化を大いに
重視する。中年期では，①新たな下位文化の大
量出現により文化的統一性が弱まる。それに伴
い，②中核的目標，価値観，仮定が失われ，ア
イデンティティの危機が生じる。最終的に，③
文化変革の方向を管理する機会が提唱されると
いう特色を持つ。最後に，成熟に至ると，文化
は，①革新への障害となり，②過去の栄光を保
持し，その結果，自尊心や自己防衛の源泉とし
て尊重されるようになる。
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Cameron & Quinn（2006）は，「組織内部に
注目する傾向と調和」対「組織外部に注目する
傾向と差別化」，「柔軟性と裁量性や独立性」対
「安定性と統制」という 2つの軸により，企業
文化を 4つに分類している。そして，ライフサ
イクルの変化に伴い組織文化の傾向があると主
張する。組織ライフサイクルの初期段階（誕生
期）では，組織は形式的な構造がなく，起業家
精神により特徴づけられたイノベーション文化
の傾向が強くみられる。組織が成長するにつれ
て潜在的な危機が生じ，増加する責任を管理す
るために組織構造化とプロセス標準化を重視す
る官僚文化への移行が起こる。官僚文化の傾向
は，最終的にはマーケット文化の傾向を加えて
いく。また，成熟した非常に効率的な組織では，
部門毎に異なった文化が発生することもある。
今口（2006）は，Kimberly & Quinn（1984）

の競合価値軸を用いてライフサイクルと組織文
化との関係について述べている。誕生期には，
発展文化に属する価値（成長性・外部組織の評
価等）が重視されるが，成長期では発展文化に
加えて集団文化に位置している価値（モラー
ル，凝集性，品質，人的資源の価値等）が増加
する。さらに成熟期に近づくと階層文化（情報
管理やコミュニケーション，安定性，統制等の
組織管理）の重要性が増し，急激な価値転換を
経験すると主張する。また，組織の成長段階の
移行は，支配している価値基準が変化すること

でもたらされると述べている（今口，1993）。
以上，先行研究をまとめると，企業ライフサ
イクルにおける各ステージにおいて，企業文化
は異なる。誕生期におけるイノベーティブな文
化から，組織が大きくなる成長期には組織を統
制するための官僚的な文化が次第に形成されて
くる。成熟期になると保守的な文化が構築さ
れ，革新への障害となってくる。この保守的な
文化は衰退期でも継続され，新規プロジェクト
による企業再生に大きな障害になる。

2.6　先行研究まとめ
企業は各ステージによりその企業がおかれて
いる外的・内的環境が異なる。そのため，経営
課題も異なる。それらに適切に対応するため
に，適切な資源動員戦略，組織構造，パワー，
文化が展開・構築されていく（表 1）。効果的
なプロジェクト・ブランディングのためには，
これらの差異を十分考慮する必要がある。

3．仮説の構築

3.1　 資源動員に影響を与えるプロジェクト・
ブランディング要素

プロジェクト・ブランディングの 5要素は，
全ステージにおいて有効であろう。しかし，そ
の効果は企業ステージにより差異・強弱がある
と考える。5要素をステージ別に考察すると以
下の通りとなる。

表 1　各ステージおける特徴
成長段階 経営課題 資源動員 構造 パワー 文化

誕生期 企業としての
存続

競争優位性獲得のための
実験的資源配分

組織化されて
いない

創業者に集中 イノベーション
文化

成長期
成長の促進の
ための市場需
要への対応

成長分野への資源投入 機能組織化，
階層化

次第にマネジメント層に
分散化

官僚文化の形成

成熟期

競争優位性維
持とイノベー
ション創出

イノベーション創出への
資源投入

組織構造の精
緻化・分散化

分散化。イノベーション
を創出できる部門・人材
にパワーがシフト。資源
獲得競争

保守文化の定着。
変革への障害

衰退期

生き残り 限られた資源の効率的・
効果的活用

組織構造の精
緻化・分散化

分散化。組織全体でコン
フリクト。現状維持派と
変革推進派でのパワー獲
得合戦

保守文化の定着。
変革への障害
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社会的意義は，そのプロジェクトを実行する
ことにより，社会に有益な成果を与えることで
ある。そのため，各ステージにおいて，社会へ
の有益な成果は基本的に変化することはない。
各ステージにおける戦略的意義とは，母体企業
がおかれているステージにおいて，その母体企
業の戦略遂行にどれだけ寄与できるかである。
そのため，各ステージにおいて，戦略的意義は
異なる。リーダー高評価とは，そのリーダーの
知識・経験・能力に対する評価の高さである。
各ステージにより，リーダーに求められる知
識・経験・能力は異なる。また，企業がそれら
を必要とする程度も異なる。成功可能性は，そ
の新規プロジェクトが成功し，経営に貢献する
可能性の高さである。各ステージにより，企業
の経営環境が異なるので，同じプロジェクトで
あっても，その成功可能性を判断する基準は異
なる。顧客著名度は，顧客あるいは見込顧客の
名声の高さである。著名な顧客の存在は，他の
顧客へのアピールになることから販売促進効果
がある。各ステージにより，そのようなアピー
ルの必要性は異なる。
先行研究を踏まえ，定量分析において有意に
なると考えられる要素を仮説として設定する。

3.2　誕生期
誕生期の経営課題は，企業としての存続であ
る。そのため，経営資源は経営基盤の形成・強
固のために投入される。組織はまだ十分に構造
化されておらず，パワーは創業者に集中してい
る。組織全体はイノベーション文化の傾向が強
くみられる。
このように経営基盤がまだしっかり構築され
ていない誕生期では，経営資源は自社の経営基
盤の形成・強固のために投入される。経営陣は
社会的意義の高いプロジェクトに経営資源を投
入する余裕はないと考えるであろう。そのた
め，プロジェクト・リーダーが新規プロジェク
トの社会的意義を訴求しても，経営陣の資源動
員に強い影響を与えることはできない。

誕生期では，企業として存続するために，創
業者の采配で実験的な資源配分がなされる。そ
して，資源動員は創業者の企業設立の際の目的
を達成するためになされる。そのため，プロジ
ェクト・リーダーがその経営課題に合致した新
規プロジェクトを企画・提案し，その戦略的意
義を訴求すれば，経営陣による資源動員には強
い影響を与える。
経営の筋道が明確な誕生期はビジネスを集中
して展開する分野が明確であり，その分野に資
源を集中して投入する。一方で，誕生期は活用
できる経営資源が少ないため，事業経営や新規
プロジェクトの成否は人材の質に依存せざるを
得ない。そのため，誕生期ではリーダーの知
識・経験・能力に対する評価の高さは，経営陣
の資源動員に強い影響を与える。
経営資源に乏しいが経営の筋道が明確である
誕生期では，そのビジネスドメインにおいて，
成功可能性が高いと判断されるプロジェクトに
資源を集中的に投入する。また，このステージ
では経営資源に余裕がないため，1つの新規プ
ロジェクトの失敗が経営基盤を揺るがす可能性
が高い。そのため，新規プロジェクトの成功可
能性は経営陣からの資源動員に強い影響を与え
る。
誕生期では，まだ著名顧客が獲得できていな
いことが多い。著名な顧客の存在は他の潜在顧
客へのアピールにもなり，ひいては経営基盤の
強固に繋がる。そのため，このステージにおい
てプロジェクト・リーダーが著名な顧客（見込
顧客含む）の存在を訴求することは，経営陣か
らの資源動員に強い影響を与える。
これらの理由から，誕生期における仮説を以
下の通り設定する。

仮説 1： 誕生期では，戦略的意義，リーダー
高評価，成功可能性および顧客著名
度が，経営陣の支援に正の影響を与
える。
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3.3　成長期
成長期の経営課題は，成長の促進のための市
場需要への対応である。そのため，経営資源は
成長分野に投入される。組織は機能組織化・階
層化が進み，パワーは創業者からマネジメント
層に移行していく。一方で次第に文化はイノ
ベーション文化から官僚文化に移行する傾向が
みられる。
成長期では，経営基盤がまだ強固に構築され
ていないため，経営資源は経営基盤の形成・強
固のために投入される。経営陣は次第に社会的
活動・貢献の必要性を認識し始めても，まだ，
経営基盤の強化のために集中的に資源を投入す
べきと考えている。そのため，プロジェクト・
リーダーが新規プロジェクトの社会的意義を訴
求しても，経営陣による資源動員に強い影響を
与えることはできない。
企業成長の極大化および企業多角化に向かっ
ている成長期では，プロジェクト・リーダーが
それらの経営課題に合致したプロジェクトを企
画・提案し，その戦略的意義を訴求すれば，経
営陣による資源動員に強い影響を与える。
経営の筋道が明確である成長期はビジネスを
集中して展開する分野が明確であり，その資源
を集中して投入する。この時期は拡大する需要
に依存することができるため，人材の質に依存
する必要がない。そのため，プロジェクト・
リーダーの評価の高さは，経営陣による資源動
員への強い理由とならない。
成長期では，次第に経営資源は蓄積されてい
くが，今までの事業を展開してきた成長分野に
重点的に資源投入する。成長期での新規プロジ
ェクトへの資源動員には，機会費用が考慮され
る。新規プロジェクトよりも既存事業に資源を
投入した方が，リターンが大きいと経営陣が判
断したら，新規プロジェクトへの資源動員はな
されない。そのため，プロジェクト・リーダー
は中長期的にリターンが大きく成功可能性が高
いプロジェクトであることを経営陣に訴求する
必要があり，そのことが経営陣による資源動員

に強い影響を与える。
成長期以降のステージでは，著名な顧客が既
に獲得できていることが多い。そのため，顧客
あるいは見込顧客の著名度を経営陣に訴求して
も，経営陣からの資源動員に強い影響は与えな
い。
これらの理由から，成長期における仮説を以
下の通り設定する。

仮説 2： 成長期では，戦略的意義および成功
可能性が，経営陣の支援に正の影響
を与える。

3.4　成熟期
成熟期の経営課題は，競争優位性維持さらに
は第二成長期を構築するためのイノベーション
創出である。そのため，経営資源はイノベーシ
ョン創出のために投入される。組織はさらに精
緻化・分散化が進むが，パワーはイノベーショ
ンを創出できる部門・人材にシフトし，資源獲
得競争が発生する。一方で保守的な企業文化が
定着し，変革への障害となる。
資源にゆとりが生じ，かつ，経営陣の CSR

（企業の社会的責任）意識が高まる成熟期にお
いて初めて経営陣は社会的意義の高いプロジェ
クトに資源動員するようになる。これは企業か
ら社会への返報性のためでもある。そのため，
社会的意義は経営陣からの資源動員に強い影響
を与える。
企業として競争優位性の維持および新しいイ
ノベーションの創出を課題としている成熟期で
は，プロジェクト・リーダーがそれら経営課題
に合致した新規プロジェクトを企画・提案し，
その戦略的意義を経営陣に訴求すれば，経営陣
による資源動員に強い影響を与える。
成熟期では，今後の経営の筋道が明確でなく
なり，組織構造も分散化する。資源動員はイノ
ベーションを起こすことができる分野に集中す
る。その中でイノベーションを創出できる人材
等のパワーが強くなる。また，成熟期では保守
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的文化が定着し，新規事業の妨げになる。その
中で現状を打破できるような新規プロジェク
ト・リーダーであることは，経営陣による資源
動員に強い影響を与える。
今後の経営の筋道が明確でない状況の中で，
従来型のビジネスに長く携わってきた経営陣
は，新規プロジェクトの成功可能性を見極める
ことは困難である。そのため，成功可能性を訴
求しても，経営陣による資源動員には大きな影
響を与えない。
成熟期では，著名な顧客が既に獲得できてい
ることが多い。そのため，顧客あるいは見込顧
客の著名度を経営陣に訴求しても，経営陣によ
る資源動員に強い影響は与えない。
これらの理由から，成熟期における仮説を以
下の通り設定する。

仮説 3： 成熟期では，社会的意義，戦略的意
義およびリーダー高評価が，経営陣
の支援に正の影響を与える。

3.5　衰退期
衰退期の経営課題は，企業としての生き残り
である。活用できる経営資源も限られてくるた
め，資源の効率的・効果的活用が必要とされ
る。組織は成熟期と同様に分散されており，組
織全体でコンフリクトを起こしている。また，
現状維持派と変革推進派との間でパワー獲得合
戦が発生している。企業全体に保守的な文化が
定着しており，変革への障害となっている。

衰退期では生き残りのために，限られた資源
を最大限活用する。経営陣が企業の社会的責任
を認識していても，企業として社会的意義のあ
る事業・活動に資源を配分するゆとりがない。
そのため，社会的意義は経営陣の資源動員に強
い影響を与えることはできない。
衰退期では，企業の生き残りが経営課題であ
り，そのための効率的かつ効果的な資源動員戦
略が採用される。企業が生き残るための戦略的
意義があるプロジェクトをプロジェクト・リー
ダーが企画・立案し，その意義を訴求すれば，
経営陣の支援に強い影響を与える。
衰退期においても，引き続き経営の筋道は明
確ではない。しかし，衰退期では，現状維持派
と変革推進派でのパワー獲得合戦が発生する。
新規プロジェクトは新規分野への進出であるの
で，パワー獲得合戦の中での限られた資源の獲
得競争に巻き込まれる。そのため，リーダー高
評価は，経営陣による資源動員に対して，それ
ほど強い影響を与えることができない。
今後の経営の筋道が明確でない状況の中で，
従来型のビジネスに長く携わってきた経営陣
は，新規プロジェクトの成功可能性を見極める
ことは困難である。そのため，成功可能性を訴
求しても，経営陣による資源動員に大きな影響
を与えない。
成熟期においても，著名な顧客が既に獲得で
きていることが多い。そのため，顧客あるいは
見込顧客の著名度を経営陣に訴求しても，経営
陣からの資源動員に強い影響は与えない。

表 2　仮説一覧表

構成要素 判断基準
企業ライフサイクル

誕生 成長 成熟 衰退

社会的意義 社会的意義の高いプロジェクトを実施するだけの資源的な余裕が
企業にあるか 無 無 有 無

戦略的意義 企業戦略に寄与するプロジェクトを展開する高い必要性があるか 有 有 有 有

リーダー高評価 ビジネスを牽引する，あるいは経営の閉塞感を打破することので
きる人材に新規プロジェクトを実施させる高い必要性があるか 有 無 有 無

成功可能性 成功可能性の高いプロジェクトを実施する高い必要性があるか 有 有 無 無
顧客著名度 企業の発展のため著名な顧客を獲得する高い必要性があるか 有 無 無 無
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これらの理由から，衰退期における仮説を以
下の通り設定する。

仮説 4： 衰退期では，戦略的意義が，経営陣
の支援に正の影響を与える。

4．定量分析課題と調査・分析方法

4.1　定量分析課題
定量分析の課題は，先行研究で明確になった
プロジェクト・ブランディングの構成要素が資
源動員に対する影響を企業ステージ別に検証す
ることである。分析課題と分析概要を表 3にま
とめる。

4.2　調査方法
調査には NTT レゾナント株式会社のイン
ターネット調査「goo Research」を使用した。
同社は，本研究の対象であるビジネスモニター
の人数が多い（2011 年 9 月時点：86,814 名），
モニター会員管理が厳格であり正確な情報を収
集できるという特徴を持つ。
今回のような「現場主導の新規プロジェクト
に従事した人」を対象とした調査は調査専業の
会社でも，過去に実施した経験がないものであ
った。そのため，可能な限り対象者を収集でき，
ビジネスモニターが最も多く所属する同社で調
査を実施することとした。また，インターネッ
ト調査を利用したのは，通常の企業への郵送ア
ンケート調査等では，多数の現場主導新規プロ
ジェクト経験者にリサーチし回答を得ることは
困難であると考えたからである。調査にあた

り，現場主導新規プロジェクトの立上経験者が
十分に確保できるか不明であった。そのため，
業界，企業ステージおよび企業規模，そのプロ
ジェクトの規模等については限定せずに調査を
実施した。そのため，調査対象に業界等の偏り
があることは否めない。
予備調査では 20,225 名から回答があり，33
％の 6,751 名が新規プロジェクト立上経験を有
し，6,751 名中の 57％の 3,846 名が現場主導の
経験があった。その 3,846 名を対象に本調査を
実施した。本調査は，2011 年 11 月に実施し
653 名から回答を得た。

4.3　分析データ
新規プロジェクトの最終目的として，知識・
経験の蓄積など，新規事業立上とは目的が異な
るプロジェクトが存在した。そのため今回，定
量分析に使用するデータは，当初から新規事業
の立上を目的としたプロジェクト（n＝ 340）
のみとする 1。新規プロジェクト実施時の企業
ステージは，誕生期が 153 サンプル，成長期が
89 サンプル，成熟期が 72 サンプル，衰退期が
26 サンプルである 2。
ブランド力の 5 つの各構成要素（社会的意
義，戦略的意義，リーダー高評価，成功可能性，
顧客著名度）が，担当した新規プロジェクトの
ブランド力として，経営陣からの支援にプラス
の影響を与えたかを質問している，そして，そ
の結果として担当した新規プロジェクトに対し
て，経営陣の支援が実際にあったかと質問して
いる。経営陣の支援として，人材面（ヒト），

表 3　本稿における定量分析課題と分析概要

定量分析課題 分析方法 分析データ 変数

プロジェクト・ブ
ランディングの構
成要素が経営陣の
支援に正の影響を
与えることを企業
ステージ別に検証

共分散構造分析 NTT レゾナント株式
会社のインターネット
調査の回答者 653 名の
内，今回，定量分析に
使用するデータは，当
初から新規事業の立上
を目的としたプロジェ
クト（n＝ 340）のみ

独立変数：
　社会的意義
　戦略的意義
　リーダー高評価
　成功可能性
　顧客著名度
従属変数（潜在変数）：
　 経営陣の支援（ヒト，モノ，カネから構成）
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物資や施設（モノ），資金面（カネ）の 3つに
設問を分けている。各質問項目には，「非常に
そうだ（7）」から「全く与えていない（1）」の
7段階で回答を得た。
全測定項目の企業ライフサイクルにおけるス

テージ別の平均値と標準偏差は表 4の通りであ
る。フロア効果，天井効果ともに確認されなかっ
た。そのため，これらの項目をそのまま使用する。
サンプル全体および全ステージにおいて全測
定項目が，7段階の「どちらでもない（4）」を
超過している。そのため，新規プロジェクトの
ブランド力として，経営陣からの支援にプラス
の影響を与えた。そして，その結果として担当
した新規プロジェクトに対して，経営陣の支援
が実際にあったことを表している。ステージ別
に見ると，全項目において成長期の数値が最も
高く，衰退期の数値が最も低い。

4.4　分析方法
独立変数としてプロジェクト・ブランディン

グの 5要素を設定し，ヒト・モノ・カネから構
成される経営陣の支援を従属変数（潜在変数）
として設定する。これらを共分散構造分析にて
分析を実施した。

5．定量分析結果

表 5は潜在変数である経営陣の支援を従属変
数とし，プロジェクト・ブランディングを構
成する 5 要素を独立変数とした共分散構造分
析結果である。全ステージモデルは GFI .983，
AGF I  . 9 4 0，CF I  . 9 9 3，RMSEA  . 0 3 1，
AIC 300.867でありモデルとして適合している。
全ステージモデルでは，戦略的意義，リーダー
高評価，成功可能性の 3つの要素が経営陣の支
援に正の影響を与える有意な結果となった。
各ステージモデルも GFI .948，AGFI .813，
CFI .979，RMSEA .054，AIC 287.286 でありモ
デルとして適合している。誕生期ではリーダー
高評価と成功可能性が，成長期では成功可能性
が，成熟期ではリーダー高評価が経営陣の支援

表 4　ステージ別 各項目の平均値とSD（標準偏差）

分類 項目
全体 誕生期 成長期 成熟期 衰退期

平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD

ブランド力

社会的意義 4.87 1.34 4.80 1.37 5.18 1.25 4.83 1.40 4.31 1.09
戦略的意義 5.13 1.22 4.95 1.27 5.51 1.02 5.17 1.25 4.77 1.21
リーダー高評価 4.93 1.23 4.89 1.28 5.18 1.06 4.82 1.36 4.62 1.06
成功可能性 5.09 1.20 4.98 1.23 5.40 1.07 5.00 1.30 4.85 1.05
顧客著名度 4.87 1.26 4.73 1.25 5.33 1.19 4.69 1.34 4.65 1.02

経営陣の支援
ヒト 4.62 1.33 4.58 1.35 4.91 1.26 4.58 1.28 4.00 1.39
モノ 4.61 1.29 4.56 1.31 4.89 1.23 4.50 1.23 4.35 1.41
カネ 4.74 1.34 4.65 1.36 5.11 1.26 4.57 1.31 4.54 1.36

表 5　潜在変数 経営陣の支援への影響

項目／ステージ 全ステージ 誕生期 成長期 成熟期 衰退期
社会的意義 -.01 -.13 -.19  .22 -.04
戦略的意義  .17*  .01  .15  .30  .01
リーダー高評価  .18*  .31*  .15  .31†  .44
成功可能性  .28**  .37**  .36* -.33  .49
顧客著名度 -.03  .09 -.14  .25  .25
†p ＜ .10, *p ＜ .05, **p ＜ .01, ***p ＜ .001
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に正の影響を与える有意な結果となった。

6．仮説検証結果

誕生期の仮説では，経営陣の支援に正の影響
を与える要因として戦略的意義，リーダー高評価，
成功可能性および顧客著名度を設定した。検証
の結果，リーダー高評価と成功可能性が抽出され
た。そのため，仮説は部分的に支持された。
成長期の仮説では，同要因として，戦略的意
義および成功可能性を設定した。検証の結果，
成功可能性が抽出された。そのため，仮説は部
分的に支持された。
成熟期の仮説では，同要因として，社会的意
義，戦略的意義およびリーダー高評価を設定し
た。検証の結果，リーダー高評価が抽出された。
そのため，仮説は部分的に支持された。
最後に衰退期の仮説では，同要因として，戦略

的意義を設定した。検証の結果，有意な要因は
抽出されなかった。そのため，仮説は棄却された。

7．研究結果の考察

7.1　総　括
本研究では，プロジェクト・ブランディング
が資源動員に与える影響を企業ライフサイクル
のステージ別に確認した。先行研究を踏まえ，
仮説を構築し，アンケート調査を基にした定量
分析で仮説を検証した。その結果，企業ステー

ジによりブランド力を構成する要素の中で効果
の違いがあることが解り，効果のある要素を明
確化することができた。そのため，当初予定し
ていた研究の目的はほぼ達成できたといえる。
しかし，衰退期における経営陣への支援への有
意な要素は確認することができなかった点で
は，目的を達成することができなかった。以下，
ステージ別に研究結果を考察する。

7.2　誕生期
誕生期では，仮説として設定した要素の中で
リーダー高評価と成功可能性が有意となり，戦
略的意義と顧客著名度は有意とならなかった。
誕生期ではまだ企業基盤が確立しておらず，
不安定な状態である。そのため，その状態を乗
り切れると評価されるプロジェクト・リーダー
に限られた資源を委ねプロジェクトを遂行させ
る。そのため，リーダー高評価が有意となった
と考えられる。
経営の筋道が明確である誕生期および成長期
のみにおいて，経営陣が新規プロジェクトの成
功可能性を判断することができる。また，誕
生期では経営資源に余裕がなく新規プロジェク
トの失敗が経営基盤を揺るがす可能性が高いの
で，新規プロジェクトの成功可能性は経営資源
の動員に強い影響を与えると考えられる。その
ため，成功可能性が有意となったと考えられる。

表 6　仮説と検証結果

構成要素
仮説 検証結果

判断基準 誕生 成長 成熟 衰退 誕生 成長 成熟 衰退

社会的意義 社会的意義の高いプロジェクトを
実施する企業の余裕があるか 無 無 有 無

戦略的意義 企業戦略に寄与するプロジェクト
を展開する高い必要性があるか 有 有 有 有

リーダー高評価

企業経営の閉塞感を打破するプロ
ジェクトを実施するリーダーに新
規プロジェクトを委ねる高い必要
性があるか

有 無 有 無 ○ ○

成功可能性 成功可能性の高いプロジェクトを
実施する高い必要性があるか 有 有 無 無 ○ ○

顧客著名度 企業の発展のため著名な顧客を獲
得する高い必要性があるか 有 無 無 無
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戦略的意義は，全ステージでの分析では有意
な影響を与えていたが，誕生期を含め，ステー
ジ別の分析では，いずれのステージにおいても
有意な影響を与えていなかった。これは，ス
テージ別に戦略的意義の持つ影響力の強さに起
因すると考えられる。つまり，戦略的意義は，
それ単独ではそれほど大きな影響を与える要素
ではないと言える。全ての新規プロジェクトは
何らかの戦略的意義を有しており，他の要素と
合わせて経営陣に訴求しないと他のプロジェク
トとの差別化ができず，資源動員に影響を与え
ることができないと判断できる。
最後に顧客著名度であるが，誕生期を含む全
てのステージにおいて，有意な結果ではなかっ
た。これは，顧客著名度という単独の要素では，
強い経営陣の支援を得ることができないという
ことを意味している。経営陣は，著名な顧客を
獲得できる新規プロジェクトの開始・遂行より
も直接的かつ短期的な利益を重視している結果
と考えることができる。一方で，小澤（2013）
は，顧客著名度が，社員が新規プロジェクトに
参加・貢献することへの有意なプラスの影響を
明らかにしている 3。顧客著名度は経営陣の支
援への有効な要素と考えるのではなく，社員が
新規プロジェクトに参加・貢献する要素と考え
た方が良いのかもしれない。

7.3　成長期
成長期では，仮説として設定した要素の中

で，成功可能性が有意となり，戦略的意義が有
意とならなかった。
成功可能性が有意なのは，誕生期に記載の通
り，経営の筋道が明確である誕生期および成長
期のみにおいて，経営陣は新規プロジェクトの
成功可能性を判断できることが原因と考えられ
る。また，成長期では，機会費用を考慮する必
要があるので，新規プロジェクトの成功可能性
は経営陣からの資源動員に強い影響を与えると
考えられる。
戦略的意義が有意とならなかった理由に関し

ては，誕生期に記載の通りである。

7.4　成熟期
成熟期では，リーダー高評価のみが有意とな
り，社会的意義と戦略的意義が有意とならなか
った。
リーダー高評価が有意なのは，仮説で検討し
た通り，成熟期では成長が鈍化し経営の不透明
さが増す。その状況の打破のために，経営陣は
優秀なプロジェクト・リーダーに新規プロジェ
クトの実行を委ねる。このことから，プロジェ
クト・リーダーの高評価が経営陣の資源動員
（投入）に正の影響を与えると考えられる。
社会的意義は成熟期を含め，ステージ別分析
のいずれのステージにおいても，有意な結果を
得ることができなかった。比較的経営資源にゆ
とりがある成熟期であっても，単独の要素では
資源動員に有意な影響を与えることはなかっ
た。これは社会的意義という単独の要素では，
強い経営陣の支援を得ることができないことを
意味している。経営陣は，社会的意義のある新
規プロジェクトの開始・遂行よりも直接的かつ
短期的な利益を重視している結果と考えること
ができる。一方で，小澤（2013）は，社会的意
義が，社員が新規プロジェクトに参加・貢献す
ることへの有意なプラスの影響を明らかにして
いる 4。社会的意義は経営陣の支援への有効な
要素と考えるのではなく，社員が新規プロジェ
クトに参加・貢献する要素と考えた方が良いの
かもしれない。ただし，有意な結果ではないも
のの，成熟期においてこの要素は比較的高い数
値となっている。今後，サンプル数を増やす，
設問を精緻化する等の方法により，有意な結果
を導き出すことができるかもしれない。
戦略的意義が棄却された理由に関しては，誕
生期に記載の通りである。ただ，有意な結果で
はない中でも，成熟期は戦略的意義の数値は比
較的高く，逆に誕生期と衰退期の数値は極端に
低いというのは興味深い結果である。成熟期で
はイノベーション創出をその経営課題としてい
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る。そのような戦略的意義を有する新規プロジ
ェクトは経営陣に有意な正の影響を与える可能
性があるのかもしれない。今回の調査では，サ
ンプル数が限定されている。そのことも，結果
に影響を及ぼした可能性があるかもしれない。

7.5　衰退期
衰退期では，仮説として設定した要素である
戦略的意義は有意ではなかった。
戦略的意義が有意ではない理由に関しては，

誕生期に記載の通りである。その結果，本分析
において，衰退期では，有意な要素が存在しな
かった。表 4の結果にあるように，他のステー
ジと比較して，衰退期では現場主導新規プロジ
ェクトへの経営陣の資源動員の程度が低い。そ
もそも衰退期では資源量自体が少ないことが原
因と考えられる。また，経営陣も現場主導の新
規プロジェクトへの資源動員に前向きではない
のかもしれない。さらに，今回の調査は，サン
プル数が限定されている。サンプル数の少なさ
も，結果に影響を及ぼした可能性があるかもし
れない。その中でも，有意な結果ではないが，
リーダー高評価と成功可能性が高い数値となっ
たのは興味深い。経営の閉塞感が非常に高い衰
退期では，その新規プロジェクト自体の成功可
能性とそのプロジェクトを成功に導くことが予
想されるプロジェクト・リーダーに経営陣が資
源動員をする可能性があるのかもしれない。

8．残された課題

本研究には多くの課題や限界が存在する。そ
の中でも，特に観測項目，プロジェクト・ブラ
ンディング，企業ライフサイクルについては，
精緻化やさらなる研究が必要である。以下，順
に説明する。
現場主導の新規プロジェクトに関して定量分
析を使用し研究した論文は少ない。そのため今
回使用した変数は先行研究，事例研究およびイ
ンタビューを通じて，独自に設定した。そのた
め，今後も引き続き観測項目や変数の精緻化が

必要である。プロジェクト・ブランディングの
構成要素も今回使用した 5要素以外にも存在す
る可能性もある。今後もケース研究等を通じ
て，新たな構成要素候補を見つけ出し，定量分
析で検証したい。
企業ライフサイクルのステージ別分析で使用
したデータは，インターネット調査で収集した
匿名での回答データである。そのため，回答者
の勤務する会社名は開示されていない。また，
注釈で既述の通り，回答者が勤務する企業のお
かれている企業ライフサイクル上のステージは
回答者の認識で回答していただいた。今回の調
査では，現場主導新規プロジェクトに従事した
社員がどのステージに所属企業が位置している
と認識しているのか。そして，その認識を前提
として，どのようなブランディング策が有効で
あり，その結果どのような効果が得られたかと
いう主観的な調査である。また，今回の調査で
は，調査対象産業を特定しておらず，全産業を
対象とした。産業特性等を考慮した客観的かつ
産業横断的な企業ステージの分類指標を構築す
ることが困難であった。以上から，今回は主観
的な調査アプローチを採用した。しかし，今後
企業ステージの客観的な指標を構築し，それら
に基づいて精緻な調査を再度実施する必要性も
併せて感じている。
最後に，衰退期における資源動員へ有意なプ
ロジェクト・ブランディング要素を明確にでき
なかった。他のステージと比較して衰退期で
は，現場主導新規プロジェクトへの経営陣の資
源動員の程度が低い。そもそも衰退期では資源
量自体が少ない。また，経営陣も現場主導の新
規プロジェクトへの資源動員に前向きではない
のかもしれない。さらに，今回の調査は，サン
プル数が限定されている。サンプル数の少なさ
も，結果に影響を及ぼした可能性があるかもし
れない。そのため，次回はサンプル数を十分に
確保し分析を実施したい。
以上の通り，残された課題は多い。今後とも
この分野での研究を深めて行きたい。
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注
１ 以下にサンプルの属性を示す（属性は，回答時の
属性であり，現場主導新規プロジェクトを実施し
た際の属性ではない）。

属性表 1：性別

性別 人数 構成比
男性 323 95％
女性 17 5％
合計 340 100％

属性表 2：年齢（年代）

年代 人数 構成比
20 歳代 8 2％
30 歳代 60 18％
40 歳代 106 31％
50 歳代 110 32％
60 歳代以上 56 16％
合計 340 100％

属性表 4：企業規模（従業員数）

従業員数 人数 構成比
10 人未満 147 43％

10 人以上 50 人未満 53 16％
50 人以上 100 人未満 20 6％
100 人以上 500 人未満 50 15％
500 人以上 1,000 人未満 15 4％

1,000 人以上 55 16％
合計 340 100％

２ 回答者が勤務する企業のおかれている企業ライフ
サイクル上のステージは回答者の認識で回答して
いただいた。今回の調査では，現場主導新規プロ
ジェクトに従事した社員がどのステージに所属企
業が位置していると認識しているか。そして，そ
の認識を前提として，どのようなブランディング
策が有効であり，その結果どのような効果が得ら
れたかという主観的な調査である。一方で，主観
的な調査であるという点で限界がある。

３ ライフステージ別調査ではなく，全ステージ調査
である。

４ 同上。
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